
20172018201920202021 判定 具体的理由

1-1-1-①-01-1 子育て 放課後児童健全育成事業（放課後児
童クラブ）

■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（上乗なし）
194,937放課後児童クラブ待機児童数成果 0 人概ね達成拡充・拡大

入所希望の児童が待機することが無いよう整備を行

うべき。

1-1-1-①-03-1 子育て 子ども・子育て支援事業 ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（上乗なし）
838,430
公立保育所・認定子ども園等

待機児童数
成果
年度末待

機児童数
人概ね達成拡充・拡大

予算は確保されているので，人員確保を進めるべ

き。

1-1-1-①-03-2 子育て ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（上乗なし）
1,391,135 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-①-03-3 子育て 管外保育所運営費 ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（上乗なし）
55,085 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-①-03-4 子育て こども園えどさき維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ こども園えどさき 継続義務
自治

（単独事業）
80,910 現状維持 引き続き適切な維持管理を図る必要がある。

1-1-1-①-03-5 子育て こども園えどさき運営事業 ■ ■ ■ ■ ■ こども園えどさき 継続義務
自治

（単独事業）
388,270 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-①-03-6 子育て 桜川こども園維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■桜川こども園 継続義務法定受託 64,515 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-①-04-1 子育て 児童手当支給事業 ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課 継続義務法定受託 2,836,400 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-①-05-1 子育て 利用者支援事業（子育て支援コン
シェルジュ配置）

■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（単独事業）
11,070
子育て支援コンシェルジュへ

の相談件数（月あたり）
活動 60 件概ね達成拡充・拡大

子育て支援コンシェルジュの増員なども含め、子育

て世代を支える環境づくりが必要。

1-1-1-①-06-1 子育て 児童福祉事務事業 ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（単独事業）
28,975 拡充・拡大

将来的な幼児教育施設や保育施設のあり方を早急に

検討。

1-1-1-①-07-1 子育て わが子への未来便事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策 自治

（単独事業）
2,105申込件数 成果 60 件未達成 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-②-01-1 子育て 子育て支援事業 ■ ■ ■ ■ ■子育て支援C ■ 継続義務 自治

（上乗なし）
10,300
子育て支援センター「あいあ

い」利用者数
成果10000 人概ね達成拡充・拡大

すべき。

1-1-1-②-02-1 子育て ファミリーサポートセンター事業 ■ ■ ■ ■ ■子育て支援C ■ 継続義務 自治

（上乗なし）
6,100
ファミリーサポートセンター

の登録会員数
成果 260 人概ね達成拡充・拡大 担当課の判定通り、利用者の拡大を図るべき。

1-1-1-②-03-1 子育て 三世代交流 ■ ■ ■ ■ ■子育て支援C ■ 継続義務 自治

（上乗なし）
850三世代交流の参加者数 成果 250 人未達成 見直し・改善

他課でも三世代交流事業を実施しているため見直し

を検討すべき。

1-1-1-②-04-1 子育て 利用者支援事業（ママフレ） ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続政策 自治

（単独事業）
10,720ﾏﾏﾌﾚｱﾌ゚ﾘの活用 成果 300 人未達成 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-③-01-1 子育て 児童扶養手当支給事業 ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課 継続義務法定受託 880,825 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-③-01-2 子育て
事業

■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（上乗あり）
12,250
付金等支給件数

活動 4 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-③-01-3 子育て ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（上乗なし）
8,230 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-④-01-1 子育て 家庭児童相談事業 ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課 継続義務
自治

（上乗なし）
13,600
乳幼児訪問件数(養育支援訪問

事業・延べ回数)
活動 200 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-④-01-2 子育て 要保護児童支援対策事業 ■ ■ ■ ■ ■子ども家庭課■ 継続義務 自治

（上乗なし）
1,405 現状維持 担当課の判定通り

内部評価

第１章 すくすく子育て学びのまちづくり

指標

種別
将来値単位

目標指標

の評価

新規

継続

事業

性質
事業分類

2017-21

事業費（千円）

※人件費除く
目標指標名

重点

P
施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

1/21

資料４



20172018201920202021 判定 具体的理由

内部評価
指標

種別
将来値単位

目標指標

の評価

新規

継続

事業

性質
事業分類

2017-21

事業費（千円）

※人件費除く
目標指標名

重点

P
施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

1-1-1-⑤-01-1 子育て 桜川こども園運営事業 ■ ■ ■ ■ ■桜川こども園 継続義務
自治

（単独事業）
271,135 見直し・改善担当課の判定通り

1-1-1-⑤-01-2 子育て 新利根幼稚園管理・運営・振興事業 ■ ■ ■ ■ ■新利根幼稚園 継続義務法定受託 64,161 見直し・改善

園児が安全で快適な園生活が送れるように計画的な

園の改修や修繕が必要。早急に今後のあり方を検討

すべき。

1-1-1-⑤-01-3 子育て みのり幼稚園管理・運営・振興事業 ■ ■ ■ ■ ■みのり幼稚園■ 継続義務 自治

（単独事業）
142,245 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-⑤-01-4 子育て ゆたか幼稚園管理・運営・振興事業 ■ ■ ■ ■ ■ゆたか幼稚園 継続義務
自治

（上乗あり）
153,689 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-⑥-01-1 子育て 就学前教育充実事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続義務
自治

（単独事業）
0幼児教育プログラムの実施率活動 100% ％未達成 拡充・拡大 担当課の判定通り、就学前教育の充実を図る。

1-1-1-⑦-01-1 子育て 家庭教育事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
4,100子育て学習会参加者数 成果 450 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-⑦-02-1 子育て 子育て相談事業（園・学校交流事
業）

■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
3,495 現状維持 担当課の判定通り

1-1-1-⑧-01-1 子育て こ幼保小連携教育推進事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続義務
自治

（単独事業）
0交流活動の回数 活動３回以上回未達成 見直し・改善

担当課の判定通り、こ幼保小連携の質的な改善を図

るべき。

1-1-2-①-01-1 子育て 市内中学校教育振興事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続義務
自治

（単独事業）
238,010 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-①-01-2 子育て 市内小学校教育振興事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続義務
自治

（単独事業）
136,665 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-①-01-3 子育て 教育振興基本計画策定事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続義務
自治

（単独事業）
1,804教育振興基本計画の策定 成果計画策定 - 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-②-01-1 子育て 学力向上推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続義務
自治

（単独事業）
0
（小学校）漢字の読み,四則計

算の定着状況
成果
漢字87

計算92
％ 見直し・改善

担当課の判定通り、稲敷市授業スタイルが確立でき

るよう改善すべき。

1-1-2-②-02-1 子育て チーム・ティーチング非常勤講師配置
事業

■ ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続義務
自治

（単独事業）
45,000 現状維持

配置に対する明確な基準を定めたうえで現行通り事

業を実施すべき。

1-1-2-②-03-1 子育て 学びの広場サポートプラン事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（上乗なし）
2,625
家庭学習の取組状況（小６，

中３）
活動

小学校

70.0

中学校

％概ね達成拡充・拡大 担当課の判定通り、家庭学習への取組を推進する。

1-1-2-②-03-2 子育て 稲敷市学力診断テスト事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
2,110 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-③-01-1 子育て 豊かな心をはぐくむ教育推進事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続義務
自治

（単独事業）
0
児童生徒の読書習慣の定着状

況（小学校）
成果 85 ％ 拡充・拡大 担当課の判定通り、道徳教育を充実させるべき。

1-1-2-③-02-1 子育て 学校生活支援員配置事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
24,135 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-③-02-2 子育て 心理相談員派遣事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
9,000 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-③-02-3 子育て スクールカウンセラー配置事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（上乗あり）
900 現状維持 現在の予算の範囲内で活用を図っていくべき。

1-1-2-③-03-1 子育て 学級経営充実事業（Q-U調査） ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
8,513
Q-U調査による学校生活満足

群の割合
成果

小低:65

小高:66

中:64

％

%

%

概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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1-1-2-③-04-1 子育て 障害児の総合支援事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
0
児童発達支援サービスの延べ

利用人数
活動 5 人

1-1-2-④-01-1 子育て 子供の体力向上支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続義務
自治

（単独事業）
3,635体力テスト総合評価の割合 成果

小60 中

65
％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-④-01-2 子育て 運動部活動外部指導者派遣支援事業■ ■ ■ ■ ■指導室 新規政策
自治

（単独事業）
4,381

1-1-2-④-02-1 子育て 学校健康教育・学校安全教育の充実
推進事業（仮称）

■ ■ ■ ■ ■指導室 新規義務
自治

（単独事業）
0各特別教育の実施率 活動 100 ％

1-1-2-④-03-1 子育て （桜川）学校給食センター運営事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
125,740安心・安全な学校給食の提供活動事故発生0 件概ね達成見直し・改善

安心安全な給食の提供を行いながら、新設再編や統

合を含めた今後の給食センターのあり方を検討すべ

きである。

1-1-2-④-03-2 子育て
業

■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
745,590安心・安全な学校給食の提供活動

事故発生

０
件概ね達成見直し・改善

安心安全な給食の提供を行いながら、新設再編や統

合を含めた今後の給食センターのあり方を検討すべ

きである。

1-1-2-④-03-3 子育て （東）学校給食センター運営事業 ■ ■ ■ ■ ■東学校給食C 継続義務
自治

（単独事業）
600,280安心・安全な学校給食の提供活動

発生事故

０
- 概ね達成見直し・改善

1-1-2-④-03-4 子育て 食育推進事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続義務
自治

（単独事業）
0朝食をとる児童の割合 成果 98 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-④-04-1 子育て 自然体験交流事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（上乗なし）
1,955交流事業参加者数 成果 20 人概ね達成現状維持

参加者の確保について、検討が必要。また、生涯学

習課での類似事業との棲み分けも今後の課題。

1-1-2-④-04-2 子育て アウトドア教室推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
3,863自然体験学習の回数 活動 1 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑤-01-1 子育て いなしきっ子キャリアアップ事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■指導室 新規義務
自治

（単独事業）
915職場体験した生徒の満足度 成果 95 ％

1-1-2-⑤-02-1 子育て 外国語指導助手(ALT)配置事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
156,756
学力診断テストにおけるヒア

リングの正答率
成果

1年:80

2年:77

３年:75

%

%

%

現状維持 現在の予算の範囲内で活用を図っていくべき。

1-1-2-⑤-02-2 子育て 英語検定料補助事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
7,500
中学校における英検合格者人

数及び割合
成果
120

（40）

人

(％)
未達成 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑤-04-1 子育て 理科支援員配置事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（上乗なし）
4,575
理科の授業が楽しいと答えた

児童の割合
成果 90 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑤-04-2 子育て ふるさと学習支援事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
3,000
地域の行事に参加していると

いう児童生徒の割合
成果
小学校80

中学校60
％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑤-06-1 子育て 学校教育支援員配置事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
157,650 現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑤-06-2 子育て 特別支援教育支援員配置事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
251,760 現状維持 勤務時間等の調整を図り対応すべき。

1-1-2-⑤-07-1 子育て 放課後子ども教室推進事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続義務
自治

（上乗なし）
85,665放課後子ども教室の開催校数活動 10 校概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-1-2-⑥-01-1 子育て 学校再編事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（単独事業）
1,403,295桜川地区小学校統合 成果 開校 - 概ね達成拡充・拡大

221年4月の桜川地区小学校開校に向け、スケ

ジュール通り進捗するよう事業を推進すべきであ

る。
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1-1-2-⑥-02-1 子育て 市内中学校維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 新規義務
自治

（単独事業）

1-1-2-⑥-02-2 子育て 市内小学校維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 新規義務
自治

（単独事業）

1-1-2-⑥-02-3 子育て 学校（小学校）施設整備事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続義務
自治

（単独事業）
3,588,535教育施設の改修施設数 活動 20 施設未達成 拡充・拡大

担当課の判定通り、統廃合に向け効率的な施設整備

が必要。

1-1-2-⑥-02-4 子育て 学校（中学校）施設整備事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続義務
自治

（単独事業）
250,900教育施設の改修施設数 12 施設未達成 拡充・拡大

担当課の判定通り、統廃合に向け効率的な施設整備

が必要。

1-1-2-⑥-03-1 子育て 学校図書館司書配置事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続義務
自治

（単独事業）
81,761学校図書館司書配置事業 活動 100 % 概ね達成見直し・改善

司書の配置体制について2校に1人の配置にする等効

率化を検討すべき。

1-1-2-⑥-04-1 子育て ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（単独事業）
88,504 91 台未達成 拡充・拡大

担当課の判定通り、電子教科書の導入により、効果

的な教育を実施することができるのであれば、早期

整備を行うべき。

1-1-2-⑥-04-2 子育て 無線LAN整備事業 タブレット端末導
入事業

■教育学務課 新規政策
自治

（単独事業）
タブレットPCの導入整備率 成果 ％

1-1-2-⑥-05-1 子育て 小中学校通学用スクールバス運行事
業

■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（上乗なし）
313,765 現状維持

スクールバスの運行は実施していくべきであるが、

経費が右肩上がりに増加しないよう事業手法等の検

討が必要。

1-1-2-⑥-05-2 子育て 公共交通利用者通学用定期券無料交
付事業

■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（上乗なし）
46,725 拡充・拡大

担当課の判定通り、児童生徒の通学手段の確保と安

全を確保すべき。

1-1-2-⑥-06-1 子育て 就学援助費助成事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（上乗なし）
86,557 拡充・拡大 担当課の判定通り

1-1-2-⑥-07-1 子育て 奨学資金貸与事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続義務
自治

（単独事業）
42,900奨学生人数 成果

奨学生43

名（新規8

名）

名未達成 見直し・改善担当課の判定通り

1-1-2-⑥-08-1 子育て 給食センター構想検討事業 ■ ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
給食センター構想検討 活動方針決定-

1-1-2-⑥-09-1 子育て 教育センター運営事業 ■ ■ ■ ■ ■指導室 継続政策
自治

（単独事業）
36,202
教職員研修等の回数及び参加

人数
活動
150

2,400

回

人
概ね達成現状維持

教育センターの活用内容を検証していく必要があ

る。

1-2-1-①-01-1 学び 生涯学習活動支援事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
16,881生涯学習講座の延べ参加人数成果 1,700 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-1-①-02-1 学び ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
220,110 成果 27100 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-1-①-02-2 学び あずま生涯学習センター施設維持管理

事業
■ ■ ■ ■ ■生涯学習C 継続義務

自治

（単独事業）
156,475生涯学習センター利用者数 成果27000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-1-①-03-1 学び 生涯学習講座開催事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
10,212いなしき大学の受講者数 成果 380 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-1-①-07-1 学び ■ ■ 生涯学習課 新規政策
自治

（単独事業） 定
活動 - -

1-2-1-②-01-1 学び 図書館サービス事業 ■ ■ ■ ■ ■図書館 継続義務
自治

（単独事業）
112,595
数

成果 3 冊概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-1-②-02-1 学び 図書館維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■図書館 継続義務
自治

（単独事業）
88,745 現状維持 担当課の判定通り
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1-2-1-②-03-1 学び 図書館整備事業（書庫増築工事） ■ ■ 図書館 新規政策
自治

（単独事業）
所蔵可能図書数 活動 - 点

1-2-1-③-01-1 学び 成人式開催事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 新規義務
自治

（単独事業）

1-2-1-③-01-2 学び ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
8,545名作映画上映会の鑑賞者数 活動 630 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-1-③-02-1 学び
業

■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
550
店舗数

成果 85 店舗概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-1-③-03-1 学び ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
200
街頭啓発キャンペーンの年間

参加者人数
活動 10 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-①-01-1 学び スポーツ振興計画策定事業 ■ ■ 生涯学習課 新規政策
自治

（単独事業）
スポーツ振興計画策定 活動 - -

1-2-2-①-02-1 学び スポーツ大会事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
22,945
スポーツフェステバルの参加

者数（延べ人数）
成果 3,500 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-①-03-1 学び 各種スポーツ団体支援事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
41,665加入団体数の維持 成果 100 団体概ね達成現状維持

現状の活動支援を維持しつつ、今後の市のスポーツ

振興を検討すべき。

1-2-2-①-03-2 学び 学校体育施設開放事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
15学校体育施設使用団体数 成果 40 団体概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-①-04-1 学び スポーツ教室事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
48,855スポーツ教室の参加者数 成果 330 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-①-06-1 学び 茨城ＧＧ活動支援事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
21,735後援会会員数 成果 360 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-②-01-1 学び 東京オリンピック・パラリンピック誘

致推進事業
■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策

自治

（単独事業）
29,516
オリンピック事前キャンプの

誘致
成果 1 ヶ国達成困難見直し・改善

担当課の判定通り、キャンプ誘致の方向性や今後の

対応を検討する。

1-2-2-②-02-1 学び 国体推進事業 ■ ■ ■ 生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
45,460競技啓発活動の実施数 活動 4 回概ね達成拡充・拡大

国体を成功させるための十分な体制強化を図るとと

るよう取り組んでいくべき。

1-2-2-③-01-1 学び 桜川運動公園施設改修整備事業 ■ ■ ■ ■ ■桜川運動公園 継続義務
自治

（単独事業）
243,946スポーツ施設利用者数 成果26,000 人概ね達成見直し・改善

今年度策定する改修基本計画に沿って整備を検討す

べき。

1-2-2-③-02-1 学び
ポーツ施設管理システム事業）

■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
108,639 成果 35000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-③-02-2 学び
設LED化事業）

■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
551,025 成果64,000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-③-03-1 学び 新利根総合運動公園整備事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
104,481新利根総合運動公園利用人数成果36,000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-③-03-2 学び 新利根体育館整備事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
55,355新利根体育館利用人数 成果39,000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-③-03-3 学び 白鷺野球場・農業者トレーニングセン

ター維持管理事業
■ ■ ■ ■ ■桜川運動公園 継続義務

自治

（単独事業）
53,688施設利用人数 成果16000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-2-④-02-1 学び 生涯スポーツ情報発信事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 新規政策
自治

（単独事業）

1-2-3-①-01-1 学び 文化協会各種事業 ■ ■ ■ ■ ■生涯学習課 継続政策
自治

（単独事業）
45,385文化祭の来場者数 成果16,000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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1-2-3-①-02-1 学び 郷土資料等企画展示保存事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
3,910 現状維持 担当課の判定通り

1-2-3-①-03-1 学び 稲敷文化学習支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
2,050
入館者数

成果10000 人概ね達成拡充・拡大
担当課の改善方針通り。将来的に指定管理者制等度

の導入も検討すべき。

1-2-3-①-03-2 学び 展示物等大規模改修事業 ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
展示物等リニューアル事業 活動 -

1-2-3-①-03-3 学び 資料館維持管理費 ■ ■ ■ ■ ■ 新規義務
自治

（単独事業） 管理事業
100 ％

1-2-3-①-04-1 学び 教育普及・郷土資料収集保存事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
4,000
データベース化の充実・活用

事業、
活動 60 ％未達成 見直し・改善

担当課の改善方針通り。将来的に指定管理者制度の

導入等検討すべき。

1-2-3-①-05-1 学び 郷土資料等調査研究報告事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
11,530
郷土資料調査成果品の刊行、

郷土資料企画展示展
成果 85 % 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-3-②-01-1 学び 埋蔵文化財有無の照会等事務対策事

業
■ ■ ■ ■ ■ 継続義務

自治

（単独事業）
5,035
埋蔵文化財の照会事務の効率

化と試掘調査等の対応件数
活動 300 件概ね達成現状維持

試掘調査の依頼事務に対応できる職員を育成すべ

き。

1-2-3-②-02-1 学び 文化財保護の推進と利活用 ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務
自治

（単独事業）
17,585 現状維持 担当課の判定通り

1-2-3-②-03-1 学び 文化財保存普及事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
7,400
埋蔵文化財包蔵地マップの整

備率
成果 100 ％概ね達成現状維持

予算内において文化財の保存と普及活動に努めるべ

き。

1-2-3-③-01-1 学び 国際理解・国際交流事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
150
国際理解及び交流に寄与する

講座の開催回数
活動 1 回未達成 現状維持 担当課の判定通り

1-2-3-③-02-1 学び 国際化推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
外国人への周知啓発の推進 活動 2 回

1-2-3-③-03-1 学び 平和推進事業 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続政策
自治

（単独事業）
5,715平和推進事業の充実 活動 3 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-3-③-03-2 学び 姉妹都市交流事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策 自治

（単独事業）
25,610海外派遣事業の参加者数 活動 265 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

1-2-3-③-04-1 学び 姉妹都市交流研究事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
0
検討会（姉妹都市交流委員

会）の開催
活動 1 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-①-01-1 福祉 地域福祉計画策定事業 ■ ■ 社会福祉課 新規義務
自治

（単独事業）
稲敷市地域福祉計画の策定 成果 - -

2-1-1-①-02-1 福祉 ②-社会福祉協議会助成事業（2-1-1-

1）
■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務

自治

（単独事業）

2-1-1-①-02-2 福祉 社会福祉・障害福祉事務事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務
自治

（単独事業）
380,585 現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-②-02-1 福祉 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務
自治

（単独事業）

2-1-1-②-03-1 福祉 地域福祉活動拠点事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務
自治

（単独事業）

2-1-1-②-05-1 福祉 避難行動要支援者支援事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務
自治

（単独事業）

第２章 いきいき元気に暮らすまちづくり

6/21



20172018201920202021 判定 具体的理由

内部評価
指標

種別
将来値単位

目標指標

の評価

新規

継続

事業

性質
事業分類

2017-21

事業費（千円）

※人件費除く
目標指標名

重点

P
施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

2-1-1-③-01-1 福祉 第３次稲敷市障害者基本計画、第５

期稲敷市障害福祉計画策定事業
■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務

自治

（単独事業）
7,330
第3次障害者基本、第5期障害福祉、第１

期稲敷市障害児福祉計画策定
活動 - 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-③-03-1 福祉 障害者虐待防止事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務
自治

（単独事業）
1,255 現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-③-04-1 福祉 障害者差別を解消する広報・研修事業■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務
自治

（単独事業）
0市職員に対する研修実施 活動 1 回概ね達成拡充・拡大

引き続き、関連法律等の市職員に対する研修による

き。

2-1-1-③-05-1 福祉 障がい者の社会参加支援事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
7,900支援団体数 成果 2 団体概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-④-01-1 福祉 障がい者支援サービス事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
3,814,145 現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-④-02-1 福祉 障害者の相談支援事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）

2-1-1-④-04-1 福祉 「障がい者センター」運営事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
162,525ハートピアいなしき利用人数成果 55 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-1-④-05-1 福祉 障がい者の就労支援事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策法定受託 0就労支援者数 成果 96 人概ね達成拡充・拡大 引き続き、障がい者の就労を支援していくべき。

2-1-1-⑤-01-1 福祉 自殺対策基本計画策定事業 ■ ■ 社会福祉課 新規政策
自治

（上乗なし）

稲敷市自殺対策基本計画の策

定
活動 策定 -

2-1-1-⑤-02-1 福祉 「ゲートキーパー」養成事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 新規政策
自治

（単独事業）

ゲートキーパー養成講座の参

加人数（単年度）
成果 40 人

2-1-1-⑥-01-1 福祉 自立相談支援事業 ■ ■ ■ ■ ■生活福祉課 新規義務法定受託
生活困窮者自立相談支援事業

の新規相談者数増
活動 100 人

2-1-1-⑥-01-2 福祉 生活保護費支給事業 ■ ■ ■ ■ ■生活福祉課 継続義務法定受託

2-1-1-⑥-02-1 福祉 住宅確保給付金事業 ■ ■ ■ ■ ■生活福祉課 新規義務法定受託 住居確保給付金の利用者数増活動 15 人

2-1-1-⑥-03-1 福祉 家計相談支援事業 ■ ■ ■ ■ ■生活福祉課 新規政策
自治

（上乗なし）

家計相談支援事業の事業申込

者数増
活動 45 人

2-1-1-⑥-04-1 福祉 生活困窮世帯学習支援事業 ■ ■ ■ ■ ■生活福祉課 新規政策
自治

（上乗なし）

生活困窮者学習支援事業の実

施回数増
活動 72 回

2-1-1-⑥-06-1 福祉 就労準備支援事業 ■ ■ ■生活福祉課 新規政策
自治

（上乗なし）

就労準備支援事業の支援対象

者の把握
活動 人

2-1-2-①-01-1 福祉 高齢者生活支援事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
129,010緊急通報等整備事業利用者数活動 210 人概ね達成拡充・拡大

増加する支援対象の高齢者に対応できるよう、必要

な事業を実施していくべき。

2-1-2-①-01-2 福祉 老人ホーム入所援護事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗あり）
230,025入所措置者数 活動 22人 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-①-02-1 福祉 徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク事

業
■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策

自治

（単独事業）
260事前登録者数 活動 45人 人概ね達成拡充・拡大

事業の周知を図り事前登録を推進するとともに、協

定締結期間を増やし、俳諧高齢者の保護が迅速にで

きるよう努めるべき。

2-1-2-①-03-1 福祉 家族介護継続支援事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策
自治

（上乗あり）
48,034紙おむつ支給事業利用者数 活動 235 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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2-1-2-②-01-1 福祉 老人クラブ助成事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策
自治

（上乗あり）
18,300老人クラブ会員数 活動 1,850 人概ね達成現状維持

引き続き、老人クラブへの補助金支給を適切に執行

すべき。

2-1-2-②-02-1 福祉 高齢者の生きがいと健康づくり推進

事業
■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策

自治

（上乗あり）
12,500
スポーツ大会等イベントへの

参加者数
活動 3,476 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-②-02-2 福祉 敬老事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
45,910敬老者へのお祝い 活動

記念品贈

呈
- 概ね達成見直し・改善敬老会の実施について早急に検討すべき。

2-1-2-②-03-1 福祉 シルバー人材センター助成事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
48,500
シルバー人材センター会員登

録者数
活動 280 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-②-04-1 福祉 高齢者ボランティア活動の推進事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
0ボランティア参加イベント数活動 13 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-③-01-1 福祉 介護保険事業（介護保険制度の啓

発）
■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務法定受託 5,195

介護保険制度のしくみについ

て周知
成果事業実施 - 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-③-02-1 福祉 介護保険事業（認定審査会） ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策法定受託 141,355調査員による適正な調査実施活動 1500 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-③-03-1 福祉 高齢者福祉計画・第7期介護保険事業

計画策定事業
■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務法定受託 21,991

高齢者福祉計画・第7期介護保

険事業計画策定
成果 - - 未達成 現状維持 国の制度に基づき事務を執行していくべき。

2-1-2-③-03-2 福祉 介護保険事業（事務費） ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務法定受託 51,220
地域支援体制づくりとサービ

スの確保
成果事業実施 未達成 見直し・改善

担当課の判定通り、引き続き適正な事業が実施でき

るよう事業の見直しを図るべき。

2-1-2-③-03-3 福祉 介護保険事業（給付） ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
16,820,480給付費の抑制 成果事業実施円未達成 見直し・改善

担当課の判定通り、引き続き、国の制度に基づき事

務を執行し改善を図るべき。

2-1-2-④-01-1 福祉 地域介護予防活動支援事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
4,185
出前シルバーリハビリ体操教

室参加者の延べ人数
活動23,000人人概ね達成拡充・拡大

担当課の判定通り、介護予防につなげるため、ボラ

ンティア養成・開催場所確保に努めるべき。

2-1-2-④-01-2 福祉 介護予防普及啓発事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
77,120
介護予防教室参加者の延べ人

数
12,000人人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-④-01-3 福祉 介護予防事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 新規義務
自治

（上乗なし）
要介護認定率の増加を抑える 成果 15.4 ％

2-1-2-④-02-1 福祉 包括的支援事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
116,920
地域包括支援センター運営の

充実
活動事業継続 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-1-2-④-02-2 福祉 在宅医療・介護連携推進事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
7,300
在宅医療・介護連携推進事業

の充実
活動
見直し修

正
─ 概ね達成拡充・拡大 担当課の判定通り、在宅医療・介護の連携の構築を

図れるよう早期に残りの事業に着手すべき。

2-1-2-④-02-3 福祉 認知症施策推進事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
11,712
認知症施策推進事業の充実

（認知症カフェの開催）
活動 4 ヶ所概ね達成拡充・拡大 新オレンジプランを推進すべきである。

2-1-2-④-02-4 福祉 生活支援体制整備事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
27,751
生活支援コーディネーターの

配置数
活動 6 人概ね達成拡充・拡大

担当課の判定通り、日常生活圏域の協議会やコー

ディネーター配置を図り生活支援の体制整備を推進

すべき。

2-1-2-④-02-5 福祉 認知症高齢者見守り事業 ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続義務
自治

（上乗なし）
740認知症サポーターの養成(延べ) 活動 5000 人

達成・上

回る
拡充・拡大

多くの認知症サポーターを養成し、地域での見守り

強化を図るべき。

2-1-2-④-03-1 福祉 介護支援ボランティア制度実施事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■高齢福祉課 継続政策
自治

（上乗あり）
11,236
介護支援ボランティア養成者

数（延べ人数）
活動 180 人概ね達成拡充・拡大

担当課の判定通り、介護ボランティアの活動場所の

確保を図っていくべき。

2-2-1-①-01-1 健康 妊産婦支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（単独事業）
136,720妊婦健康診査受診率 活動 97 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-2-1-①-02-1 健康 乳幼児健康支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（単独事業）
55,325乳幼児健康診査受診率 活動 98 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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2-2-1-①-03-1 健康 妊産婦支援事業（不妊治療助成等） ■ ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（上乗あり）
28,750 現状維持 担当課の判定通り

2-2-1-①-04-1 健康 ■ ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 新規政策
自治

（単独事業）
3,240 活動 700 人未達成

2-2-1-①-05-1 健康 妊産婦支援事業（子育て世代包括支

援センター事業）
■ ■ ■健康増進課 新規義務

自治

（上乗なし）

子育て世代包括支援センター

の設置
成果 設置 -

2-2-1-②-01-1 健康 成人保健事業（がん検診等各種検診） ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続義務
自治

（上乗あり）
234,415がん検診の受診率 成果 13 ％概ね達成現状維持

助成内容は現行のままで良いと思われるが、検診率

向上や検診後の特定保健指導実施率向上を図る必要

がある。

2-2-1-②-02-1 健康 保健センター維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続義務
自治

（単独事業）
95,529 見直し・改善今後の保健センター利活用について検討すべき

2-2-1-②-02-2 健康 成人保健事業（保健指導体制の充

実）
■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続義務

自治

（上乗あり）
17,555
健康教育・健康相談の参加者

の延べ人数
成果 2500 人概ね達成拡充・拡大

担当課の判定通り、健診受診結果後の健康教室や健

康相談、保健指導への参加率の向上を図る取組を検

討すべき。

2-2-1-②-03-1 健康 食育推進事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続義務
自治

（単独事業）
6,590食生活改善推進員の人数 成果 120 人概ね達成見直し・改善担当課の判定通り

2-2-1-③-01-1 健康 予防接種事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（単独事業）
406,175定期予防接種の接種率 成果 99 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

2-2-1-③-02-1 健康 新型インフルエンザ対策事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続義務
自治

（単独事業）
7,045 現状維持 担当課の判定通り

2-2-1-④-01-1 健康 かかりつけ医推進事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（単独事業）
0
合（指標名要確認）

成果 80.5 ％未達成 見直し・改善
担当課の判定通り、必要性の周知が図れるよう検討

すべき。

2-2-1-④-02-1 健康 休日診療事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（上乗なし）
75,663 現状維持 担当課の判定通り

2-2-1-④-03-1 健康 献血推進事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（単独事業）
1,155献血協力者数 活動 600 人概ね達成現状維持

計画人数に達する献血協力が得られるよう行うべ

き。

2-2-2-①-01-1 健康 医療費助成事業 ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務
自治

（上乗なし）
1,435,290 現状維持 担当課の判定通り

2-2-2-①-02-1 健康 医療費助成事業（市単独助成分） ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続政策
自治

（上乗あり）
158,405市独自の医療費助成 活動事業実施 -

達成・上

回る
現状維持 担当課の判定通り

2-2-2-②-01-1 健康
税）

■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務
自治

（上乗あり）
成果 92 %

2-2-2-②-02-1 健康 疾病予防事業 ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務
自治

（上乗あり）
特定検診受診率 成果 60 %

2-2-2-②-02-2 健康 健康相談事業 ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続政策
自治

（上乗あり）
18,815健康相談の件数 成果 1,400 件

2-2-2-②-02-3 健康 医療費適正化事業 ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務
自治

（上乗あり）

2-2-2-②-02-4 健康 ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務
自治

（上乗あり）

2-2-2-③-01-1 健康 収納率向上対策事業（後期高齢者保

険料）
■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務

自治

（上乗なし）
25,060後期高齢者保険料収納率 成果 99 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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2-2-2-③-01-2 健康 後期高齢者医療制度 ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務
自治

（上乗なし）
4,490,220 現状維持 担当課の判定通り

2-2-2-④-01-1 健康 年金相談事業 ■ ■ ■ ■ ■保険年金課 継続義務法定受託 8,665広報紙によるＰＲ 活動月1回 現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-①-01-1 生活安全地域防災計画見直し事業 ■ ■危機管理課 新規政策
自治

（単独事業）
地域防災計画の見直し 活動見直し -

3-1-1-①-02-1 生活安全初動対応マニュアル、各種ハザード
マップ見直し事業

■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
0
初動マニュアル、ハザード

マップの見直し
活動
所要の見

直
概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-②-02-1 生活安全自主防災組織育成事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
0自主防災組織の組織数 成果 組織 見直し・改善事業内容を精査しながら補助制度の検討を行うべき

3-1-1-③-01-1 生活安全大規模防災訓練事業 ■ ■危機管理課 新規政策
自治

（単独事業）
大規模防災訓練の実施 活動 実施

3-1-1-③-02-1 生活安全防災協定の締結推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
0防災協定を結ぶ自治体数 成果 5

市町

村
未達成 拡充・拡大 協定自治体を増やし有事に備えるべき。

3-1-1-④-01-1 生活安全耐震改修促進事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 継続政策
自治

（上乗なし）
11,340木造住宅の耐震化率 活動 71.3 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-④-03-1 生活安全急傾斜地対策事業 ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（単独事業）
5,075 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-⑤-02-1 生活安全防災教育推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（単独事業）
3,560ジュニア防災検定合格者数 成果 100 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-⑤-03-1 生活安全PTAメール配信事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（単独事業）
3,240 現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-⑥-01-1 生活安全防災行政無線整備及び維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
防災行政無線の整備

3-1-1-⑥-02-1 生活安全防災備蓄整備事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
95,540防災用備蓄倉庫の整備カ所数成果 30 カ所概ね達成拡充・拡大 整備数を増やし有事に備えるべき。

3-1-1-⑦-01-1 生活安全被災者生活再建支援事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続義務法定受託 被災者生活再建支援 活動

3-1-1-⑦-02-1 生活安全被災者生活再建支援事業 ■ ■ ■ ■ ■税務課 新規政策
自治

（単独事業）

3-1-1-⑧-01-1 生活安全被災者の「心のケア相談」事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
0心のケア相談件数 成果 44 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-1-⑧-02-1 生活安全災害時被災者支援 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 継続政策
自治

（単独事業）
0 見直し・改善担当課の判定通り

3-1-1-⑧-03-1 生活安全災害時医療連携事業 ■ ■ ■ ■ ■健康増進課 新規政策
自治

（単独事業）
0
医師会等との災害時の協定締

結
成果 締結 未達成

3-1-2-①-01-1 生活安全防火訪問事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
0防火訪問行政区数 活動 4 区概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-①-02-1 生活安全防火クラブ(女性消防団)育成事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
0女性消防団員の人数 成果 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

第３章 ゆうゆう安心・安全に暮らすまちづくり
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継続

事業
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事業分類
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事業費（千円）

※人件費除く
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施策コード 分野 事業名

事業実施年度

担当課

3-1-2-②-01-1 生活安全消防設備等整備事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
375,235消防施設の更新数 活動 施設概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-③-01-1 生活安全広域消防・救急整備事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
3,546,185 現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-③-01-2 生活安全消防団活動活性化事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
389,580消防団員の充足率 成果 % 概ね達成見直し・改善団員が加入しやすい環境整備を検討すべき

3-1-2-③-03-1 生活安全救命救急講習会促進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
25,915講習会開催数 成果 2 回概ね達成拡充・拡大

コンビニ等への設置を進めるとともに、万が一の際

実すべき。

3-1-2-④-01-1 生活安全交通安全施設整備事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続義務
自治

（単独事業）
27,810
の満足度

成果 20 % 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-④-04-1 生活安全稲敷市通学路交通安全プログラム実施
事業

■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（単独事業）
12,380

通学路交通安全プログラムに

基づく通学路の安全対策実施

率

100 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-⑤-01-1 生活安全交通安全教育推進事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
1,620交通安全教室の開催数 成果 28 回概ね達成見直し・改善

児童の安全確保に不可欠であるため、学校間の実施

回数や内容の格差の是正を改善すべき。

3-1-2-⑤-02-1 生活安全交通事故防止事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
2,580立哨指導の月平均の回数 活動 5 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-⑤-03-1 生活安全交通安全啓発事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
4,210交通安全キャンペーンの回数成果 4 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-⑥-01-1 生活安全交通安全関連団体育成事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
4,025各種研修会への参加回数 成果 5 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-2-⑦-01-1 生活安全 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
1,620 成果 6.4 ％未達成 見直し・改善

見直しが必要では。

3-1-3-①-01-1 生活安全自警団結成促進事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
270自警団の数 成果 10 団体概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-②-01-1 生活安全地域防犯環境改善事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
6,870
講者数

成果 470 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-②-02-1 生活安全防犯カメラ設置事業 ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
18,072防犯カメラ設置数 成果 40 基

達成・上

回る
拡充・拡大

担当課の判定通り、犯罪抑止のため計画的な設置が

必要。

3-1-3-②-03-1 生活安全防犯灯設置維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
127,125防犯灯の修繕費用削減 成果 2,093 千円

達成・上

回る
現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-③-01-1 生活安全スクールガード・リーダー事業 ■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（単独事業）
14,400

スクールガードリーダーによ

る通学路，学校内の巡回指導

日数

活動 576 日概ね達成見直し・改善
地域との連携を図るための具体案はあるのか。見直

しを図るべき。

3-1-3-③-02-1 生活安全「子どもを守る１１０番の家」設置促
進事業

■ ■ ■ ■ ■教育学務課 継続政策
自治

（単独事業）
0
「子どもを守る１１０番の

家」の設置件数
成果 1100 件概ね達成見直し・改善設置数の促進が図れるよう改善すべき。

3-1-3-④-01-1 生活安全空き家対策事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
7,720市内の空家率 活動 3 % 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-⑤-01-1 生活安全消費者行政事業（消費生活センター
に関する経費）

■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（上乗あり）
16,124消費生活相談 活動 250 件数概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-⑤-02-1 生活安全防犯啓発事業 ■ ■ ■ ■ ■危機管理課 継続政策
自治

（単独事業）
1,245
安全なまちづくりキャンペー

ンの回数
成果 4 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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3-1-3-⑤-04-1 生活安全消費生活に関する情報提供 ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
0情報提供回数 活動 25 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-⑤-05-1 生活安全消費生活に関する出張啓発 ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
0出前講座の実施回数 活動 30 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-1-3-⑥-01-1 生活安全消費者リーダー ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
967消費者リーダーの人員 成果 27 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-①-01-1 環境保全水質浄化対策事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（上乗なし）
0水質浄化啓発活動回数 成果 4 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-①-01-2 環境保全農作物有害鳥獣駆除対策事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（単独事業）
5,140有害鳥獣の被害撲滅 成果 1,600 a 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-①-02-1 環境保全多面的機能支払交付金事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（上乗なし）
1,213,514事業実施地区の継続及び増加活動 65 団体概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-①-02-2 環境保全耕作放棄地対策事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（単独事業）
1,500遊休農地面積 活動 500 ha 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-①-02-3 環境保全林業振興事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（上乗なし）
515
緑の少年団の所在する学校の

実施率
活動 4 校概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-①-02-4 環境保全農業委員会運営事務事業 ■ ■ ■ ■ ■農委事務局 継続義務
自治

（上乗なし）
133,575
農地法等によりその権限に属

させた業務の体制整備
活動事務履行 - 概ね達成現状維持

県より権限移譲される業務に対応できる職員の育成

が急務である。

3-2-1-①-03-1 環境保全鳥獣保護事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（単独事業）
6,000オオヒシクイの飛来数 成果 150 羽概ね達成見直し・改善

担当課の判定通り、観光やシティプロモーションに

も活用を検討すべき。

3-2-1-①-05-1 環境保全環境美化・霞ヶ浦清掃大作戦事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（上乗なし）
19,340収集量 成果 17.8 t 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-②-01-1 環境保全不法投棄対策事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（単独事業）
46,515不法投棄の苦情処理件数 成果 50 件概ね達成見直し・改善

ダミー監視カメラでも抑止力あるのでは。監視カメ

ラの効率的な設置について改善が必要。

3-2-1-②-02-1 環境保全環境美化事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（単独事業）
500
空き地等の苦情処理件数（草

刈、公害、害虫駆除）
成果 100 件未達成 見直し・改善

今後人口減少が進み空き家が増える等、不法投棄の

増加が懸念される。不法投棄をさせない対策改善が

必要。

3-2-1-③-01-1 環境保全環境衛生対策事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（単独事業）
174,310
ｽｽ゙ﾒﾊ゙ﾁによる重大事故の発生

件数
成果 0 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-1-③-02-1 環境保全公害対策事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続義務
自治

（上乗なし）
21,964悪臭・騒音苦情件数 成果 25 件未達成 現状維持 担当課の判定通り

3-2-2-②-01-1 環境保全公用車購入事業（更新及び維持管
理）

■ ■ ■ ■ ■管財課 継続政策
自治

（単独事業）
166,705
公用車の計画的な更新（単年

度当たり更新台数）
成果 5 台概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-2-③-01-1 環境保全ごみ減量化対策事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（単独事業）
1,350ごみ処理量 成果11900 ｔ 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

3-2-2-④-01-1 環境保全再生可能エネルギー導入促進事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続政策
自治

（単独事業）
12,726
住宅用太陽光発電システム補

助金交付件数
成果
2017年度

で終了
- 概ね達成見直し・改善

バイオマスタウン構想については、策定によりハー

ド整備に係る国の交付金も活用できる。策定の検討

が必要。

3-2-2-⑤-01-1 環境保全水質浄化対策事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続義務
自治

（上乗なし）
3,190水質浄化啓発活動回数 活動 4 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

第４章 わいわい快適に暮らすまちづくり
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4-1-1-①-01-1 都市基盤都市計画事務事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 新規政策
自治

（単独事業）
区域区分の見直し件数 成果 1 件数

4-1-1-①-04-1 都市基盤圏央道ＩＣ周辺整備構想策定事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 新規政策
自治

（単独事業）
12,291
稲敷東IC周辺開発における基

本構想策定
活動 - 未達成

4-1-1-①-04-2 都市基盤圏央道IC周辺整備構想策定事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 継続政策
自治

（単独事業）
0検討回数 活動 1 回未達成 拡充・拡大

担当課の判定通り、具体的な計画があれば拡充・拡

大の必要性あり。

4-1-1-①-04-3 都市基盤地区計画策定事業（下君山・松山地
区）

■ ■ 都市計画課 新規政策
自治

（単独事業）
22,074
下君山・松山地区における地

区計画策定
成果 策定 - 概ね達成

4-1-1-②-01-1 都市基盤農業振興地域整備計画管理事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続義務法定受託 900 現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-③-01-1 都市基盤地籍調査事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続義務
自治

（上乗あり）
131,153地籍の明確化 活動 71

達成・上

回る
現状維持

補助事業の対象期間に限り拡充・拡大を検討し、事

業を実施していく。

4-1-1-③-02-1 都市基盤地籍調査管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（単独事業）
14,457地籍成果の管理 成果管理 - 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-④-01-1 都市基盤出会いサポート事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
3,755
カップリングパーティー開催

数
活動 2 回

達成・上

回る
現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-④-01-2 都市基盤同窓会応援プロジェクト事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
920
同窓会開催件数

（延べ件数）
活動 24 件未達成 見直し・改善周知方法や効果等に課題があり見直しが必要。

4-1-1-④-01-3 都市基盤ご当地婚姻届出書で門出を祝う事業 ■ ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
595
独自の婚姻届及び記念用届書

使用率
成果 100 ％未達成

4-1-1-④-01-4 都市基盤結婚お祝いカードのプレゼント事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
330お祝いカード配布率 成果 100 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-④-03-1 都市基盤地域おこし協力隊導入事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（上乗なし）
123,690
累計地域おこし協力隊着任数

（延べ人数）
活動 18 人概ね達成現状維持

今年度末に卒業する４名に代わり、新たな協力隊員

を導入すべき。

4-1-1-⑤-01-1 都市基盤若年夫婦及び三世代同居マイホーム取
得支援事業

■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
138,600
三世代同居世帯数

（延べ世帯数）
成果 123 世帯

達成・上

回る
現状維持

マイホーム取得の支援は多くの移住・転入者の後押

しとなっており、申請は増加傾向である。平成32年

度以降（総合戦略終了）も重要な支援となるので、

4-1-1-⑤-01-2 都市基盤三世代同居リフォーム支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
6,900
三世代同居世帯数

（延べ世帯数）
成果 11 世帯未達成 見直し・改善

対象工事の拡大により申請者のニーズに応えられる

よう改善を図り、周知に努めるべき。

4-1-1-⑤-01-3 都市基盤社宅等整備支援事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
7,000転入者数（延べ人数） 成果 70 人未達成 現状維持

総合戦略期間中は現行制度で実施するが、総合戦略

期間満了に伴い制度設計の検証・見直しは必要。

4-1-1-⑤-01-4 都市基盤移住定住ポータルサイト運用事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
168
移住定住ポータルサイトアク

セス数
20000 件

達成・上

回る
現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-⑤-02-1 都市基盤空き家バンク事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
0
空き家バンク登録件数

（延べ件数）
活動 30 件概ね達成拡充・拡大

空き家の増加はこれからも増加見込。重要な課題で

ある。

4-1-1-⑤-02-2 都市基盤空き家バンク促進事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
15,400
空き家バンクリフォーム件数

（延べ件数）
成果 17 件未達成 現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-⑤-03-1 都市基盤田舎暮らしのお試し住宅事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
8,153
お試し住宅利用件数

（延べ件数）
成果 90 件概ね達成見直し・改善

えてはどうか。また、実際に購入する空き家との

ギャップが大きい。（あくまでもお試し住宅はイベ

ント拠点なのでは）
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4-1-1-⑥-01-1 都市基盤障害者等の住宅改修支援事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（上乗なし）

4-1-1-⑦-01-1 都市基盤市営住宅維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 継続義務
自治

（上乗なし）
111,030市営住宅の満足度 成果 81 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-1-⑦-02-1 都市基盤市営住宅建設事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 新規政策
自治

（単独事業）
0
新たな住宅供給のあり方の検

討
活動方針決定- 概ね達成

4-1-2-①-01-1 都市基盤国道バイパス整備に伴う市道整備事業
【市道（桜）１２６８号線】

■ ■ ■ ■ ■建設課 新規政策
自治

（単独事業）
事業進捗率 成果 100 ％

4-1-2-①-02-1 都市基盤市道（江）5129・5128号線改良事業■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（上乗なし）
307,200事業の進捗率 活動 100 ％概ね達成現状維持

担当課の判定通り、221年度の完成に向け計画的に

事業を進めるべき。

4-1-2-①-02-2 都市基盤市道（江）3001号線改良事業 ■ 建設課 継続政策
自治

（単独事業）
45,000事業の進捗率 活動 100 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-①-02-3 都市基盤 ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（単独事業）
346,400事業の進捗率 活動 70 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-①-02-4 都市基盤道路新設改良事業 ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（上乗なし）
645,655
幹線道路網の整備に対する市

成果 20 % 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-②-01-1 都市基盤道路維持補修事業 ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（単独事業）
1,708,135市道の舗装率 活動 61 ％概ね達成拡充・拡大

専門職の職員配置や委託事業の拡大を図り事業を推

進すべき。

4-1-2-②-02-1 都市基盤新利根橋集約化撤去事業 ■ ■ ■ ■ 建設課 新規政策
自治

（上乗なし）
路線の再編・集約化 活動 100 ％

4-1-2-②-02-2 都市基盤橋梁維持補修事業 ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（上乗なし）
479,000 活動 30 橋概ね達成拡充・拡大

命化対策を進めるべき。15m以下の橋りょうや維持

修繕には莫大な費用がかかる稲敷大橋の移管要望な

どについても検討が必要。

4-1-2-②-03-1 都市基盤道路橋梁管理事務事業 ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（単独事業）
102,990道路台帳のデジタル化 活動 30 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-②-03-2 都市基盤河川維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■建設課 継続政策
自治

（単独事業）
53,140河川維持除草工事 活動 8,000 ｍ概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-③-01-1 都市基盤サイクリング環境整備事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
8,675サイクリングによる交流人口成果 6,000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-④-01-1 都市基盤新交通システム事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 新規政策
自治

（単独事業）
公共交通利用者数の増加 活動140000 人

4-1-2-④-01-2 都市基盤公共交通運行補助事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
456,456路線バス運行補助率の削減 活動 75 ％未達成 縮小・統合

今後利用者が伸びず補助額のみが増加していくこと

は避ける必要があり、バスの運行補助だけでなく公

共交通対策全体の見直しを図るべき。

4-1-2-④-01-3 都市基盤公共交通利用促進事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 新規政策
自治

（単独事業）
公共交通利用者数の増加 活動140000 人

4-1-2-④-02-1 都市基盤地域公共交通対策事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
11,740公共交通利用者数の増加 活動140,000 人未達成 現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-④-03-1 都市基盤地域交通利用券（タクシー利用券）
補助事業

■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
81,180
タクシー利用券の利用登録者

数
成果 1,400 人概ね達成見直し・改善

タクシー利用券のみで見直すのではなく、公共交通

対策全体の見直しの中でタクシー利用券の補助制度

についても見直しが必要と思われる。
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4-1-2-④-04-1 都市基盤公共交通結節点維持事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
5,795公共交通利用者 活動140,000 人未達成 現状維持 担当課の判定通り

4-1-2-⑤-01-1 都市基盤稲敷エリア広域バス実証運行事業 ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
5,500便当たりの広域バス利用者数活動 3 人未達成 見直し・改善

他市町村で存続しない場合等は事業の終了も含めた

見直しを検討すべき。

4-1-2-⑤-02-1 都市基盤高速バス誘致推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
31,590
市内に停留所のある高速バス

路線数
活動 2 路線概ね達成拡充・拡大

鉄道駅を持たない本市においては高速バスは重要な

市外・都心への交通手段であるため、路線確保に向

け事業を推進すべき。

4-1-3-①-01-1 都市基盤公園・緑地整備推進事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 新規政策
自治

（単独事業）
検討の回数 活動 1 回

4-1-3-①-02-1 都市基盤和田公園再整備検討事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 新規政策
自治

（単独事業）

和田公園におけるデイキャン

プ利用者数
成果 620 回

4-1-3-②-01-1 都市基盤市営公園維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 継続義務
自治

（単独事業）
290,690
足度

成果 20 ％概ね達成見直し・改善

適正な公園の維持管理に努めるとともに、借地の返

還や老朽化した遊具等維持管理に係る経費を見直す

必要がある。

4-1-3-②-02-1 都市基盤公園維持管理検討事業 ■ ■ ■ ■ ■都市計画課 新規義務
自治

（単独事業） 理運営に参加する数
成果 2 か所

4-1-4-①-01-1 都市基盤自己水源更新対策事業 ■ ■ ■ 水道課 新規政策
自治

（単独事業）
自己水源の更新 成果更新完了-

4-1-4-①-01-2 都市基盤水安全計画策定事業 ■水道課 新規義務
自治

（単独事業）
水安全計画の策定 成果 -

4-1-4-①-01-3 都市基盤次亜注入設備設置事業 ■水道課 新規政策
自治

（単独事業）
次亜注入設備設置 成果 -

4-1-4-②-01-1 都市基盤水道施設更新事業 ■ ■ ■ ■ ■水道課 新規政策
自治

（単独事業）
564,335水道管耐震化率 成果 14.1 ％概ね達成

4-1-4-③-01-1 都市基盤水道事業 ■ ■ ■ ■ ■水道課 継続義務
自治

（単独事業）
4,220,739経常収支比率 成果 105 ％概ね達成現状維持

担当課の判定通り、水道水の安定供給を図りなが

ら，経営基盤の安定化を図るべき。

4-1-4-③-01-2 都市基盤配水管新設事業 ■ ■ ■ ■ ■水道課 継続政策
自治

（単独事業）
459,049水道普及率 成果 76 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-4-③-01-3 都市基盤未加入者加入推進事業 ■ ■ ■ ■ ■水道課 継続政策
自治

（単独事業）
16,200水道普及率 成果 76 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-4-④-01-1 都市基盤公共下水道整備事業 ■ ■ ■ ■ ■下水道課 継続政策
自治

（上乗なし）
2,620,000下水道事業の整備率 成果 75 % 概ね達成現状維持

担当課の判定通り、現在の事業内容・規模を確保し

ながら、効率的な下水道整備計画を進めていく。

4-1-4-④-02-1 都市基盤下水道経営安定化・企業会計適用事
業

■ ■ 下水道課 継続義務
法定受託

48,100公営企業会計適用の進捗率 活動 100 ％
達成・上

回る
拡充・拡大

担当課の判定通り、公営企業会計の準備を推進すべ

き。

4-1-4-⑤-01-1 都市基盤下水道の接続促進事業 ■ ■ ■ ■ ■下水道課 継続政策
自治

（単独事業）
0下水道の接続率 成果 72 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-4-⑤-02-1 都市基盤排水設備工事資金補助事業 ■ ■ ■ ■ ■下水道課 継続政策
自治

（単独事業）
19,780下水道接続の接続率 活動 72 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-4-⑥-01-1 都市基盤ストックマネジメント計画事業 ■ ■ ■ ■下水道課 新規政策
自治

（上乗なし）

下水道ストックマメジメント

の計画
活動 - ％

4-1-4-⑥-02-1 都市基盤下水道事業に係る起債償還事業 ■ ■ ■ ■ ■下水道課 新規義務
自治

（単独事業）
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4-1-4-⑥-02-2 都市基盤汚泥処理施設管理事業 ■ ■ ■ ■ ■下水道課 新規義務
自治

（単独事業）

4-1-4-⑥-02-3 都市基盤下水道の維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■下水道課 継続政策
自治

（単独事業）
1,686,695

下水道設備維持管理における

緊急対応件数
活動 7 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-1-4-⑦-01-1 都市基盤高度処理型浄化槽設置補助事業 ■ ■ ■ ■ ■下水道課 継続政策
自治

（上乗なし）
216,470
高度処理型浄化槽（環境配慮

型）の設置数
活動 60 基概ね達成拡充・拡大

を検討していく必要。

4-2-1-①-01-1 産業観光土地改良事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（上乗あり）
3,399,030 見直し・改善担当課の判定通り

4-2-1-①-01-2 産業観光土地改良区等に対する流域負担事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 新規政策
自治

（単独事業）

4-2-1-①-02-1 産業観光農地中間管理事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続義務法定受託 774,510担い手農家への農地集積率 成果 56 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-②-01-1 産業観光農産物振興事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（単独事業）
33,380消費宣伝活動等に対する助成活動 100 % 概ね達成見直し・改善

補助金交付の内容を精査見直しするとともに、ブラ

ンド化や新規就農対策については新たな取組を検討

していく必要がある。

4-2-1-②-01-2 産業観光農業経営所得安定対策事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（上乗あり）
878,325過剰作付けの解消 成果 100 % 現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-②-03-1 産業観光稲敷ライスミルクプロジェクト事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
7,500
試作品開発数

（延べ品目数）
活動 10 品目概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-②-04-1 産業観光畜産振興事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（単独事業）
2,780豚オーエスキーワクチン接種活動 7620 頭

達成・上

回る
現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-②-05-1 産業観光水産業振興事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（単独事業）
4,105船溜の修繕，桟橋の維持管理活動 100 % 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-②-06-1 産業観光都市農村交流事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（単独事業）
15,150 活動 9,000 未達成 見直し・改善

利用率の低下が今後も続くようであれば、規模の縮

市の農産物のPRにも寄与することから、都市部住

4-2-1-③-01-1 産業観光農業資金対策事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続義務
自治

（上乗あり）
15,030 現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-③-02-1 産業観光農業経営基盤強化促進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（上乗あり）
40,100認定農業者数 活動 750 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-1-⑤-02-1 産業観光環境保全型農業推進事業 ■ ■ ■ ■ ■農政課 継続政策
自治

（上乗なし）
19,800
農業用廃プラスチック等回収

事業の実施率
活動 4 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-①-01-1 産業観光笑遊館の有効活用 ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
25,900えどさき笑遊館の利用状況 成果 5,300 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-①-02-1 産業観光商工業振興事業（商工会運営補助） ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
80,295商工会運営 成果15,920 千円概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-①-03-1 産業観光自治金融制度 ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
129,510自治金融制度の利用状況 成果 100 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-②-01-1 産業観光商工業振興事業（創業者支援） ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 新規政策
自治

（単独事業）

創業者支援のための補助単年

度
成果 1 件

4-2-2-③-01-1 産業観光企業立地推進事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
8,025企業立地及び拡張相談件数 成果 35 社概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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4-2-2-③-01-2 産業観光産業拠点地区開発推進事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 新規政策
自治

（単独事業）
工業団地の基盤整備 活動

基盤整備

完了
-

4-2-2-③-02-1 産業観光本社機能移転等支援事業 ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
90,000本社機能移転法人 成果 2 社概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-③-03-1 産業観光 ■ ■ ■ 企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
27,250助成金申請件数 成果 1 社概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-③-03-2 産業観光税の優遇制度事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
0課税免除件数 成果 5 社概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-③-03-3 産業観光地域資源活用型産業創出事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
151,614産業創出数 成果 7 社概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-③-03-4 産業観光 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 新規政策
自治

（単独事業）
創業社数 成果 2 社

4-2-2-④-01-1 産業観光市内企業リレーション事業 ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
0企業訪問件数（単年度） 活動 37 社概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-⑤-01-1 産業観光求職情報発信 ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 新規政策
自治

（単独事業）
1,065企業登録 成果 30 件未達成

4-2-2-⑥-01-1 産業観光観光振興事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
19,705市外イベント参加 活動 8 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-⑥-02-1 産業観光観光協会との連携 ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
160,860観光客数（入込客数） 成果160,000 人概ね達成現状維持 担当課の判定通り

4-2-2-⑥-04-1 産業観光フィルムコミッション ■ ■ ■ ■ ■ ■商工観光課 継続政策
自治

（単独事業）
120市内撮影件数 活動 5 件概ね達成見直し・改善

シティプロモーションの観点からも有効な事業であ

ると考えられるので、実施体制について検討が必

要。

5-1-1-①-02-1 コミュニティ活動啓発事業 ■ ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
活動 1 回

5-1-1-②-01-1 まちづくりの担い手育成事業 ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
担い手育成講座の開催数 活動 - 回

5-1-1-②-02-1 ■ ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業） の参加数
活動 200 人

5-1-1-②-03-1 大学連携事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
4,000産学官連携事業数 活動 3 事業概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-1-②-03-2 地域等人材活用協働事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
930行政と協働する団体数 活動 2 団体概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-1-②-04-1 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
8,160支援事業の施行 活動 5 事業

達成・上

回る
現状維持 担当課の判定通り

5-1-1-③-01-1 ■ ■ ■ 新規政策 自治

（単独事業）
活動指針策定-

5-1-1-③-02-1 ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
支援事業の施行 活動 - 事業

5-1-1-③-03-1 ■ ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
活動 - 事業
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5-1-1-③-04-1 協働のまちづくり事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
233,934 成果 15 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-1-③-05-1 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
1,220 活動 1 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-1-④-01-1 コミュニティ活動拠点等整備支援事業■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
40,000集落集会施設整備等の施設数成果 273 施設概ね達成拡充・拡大

補助割合の充実とともに、人口減少により施設の維

持が負担になる行政区も出てくると考えられる。行

援策を検討すべき。

5-1-1-④-01-2 共同利用施設管理事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
67,268
共同利用施設の空調設備更新

施設数
活動 11 施設概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-1-④-03-1 コミュニティ活動推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（上乗なし）
22,500
コミュニティ助成事業の取り

組み団体数
活動 16 団体概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-1-⑤-02-1 ＮＰＯ法人認証取得支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
0
ＮＰＯ法人認証取得に関する

情報提供
活動 1 回未達成 見直し・改善担当課の判定通り

5-1-2-①-02-1 人権推進事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
9,495人権教室の開催数 活動 2 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-2-②-03-1 地域改善対策事業 ■ ■ ■ ■ ■社会福祉課 継続政策
自治

（単独事業）
33,080

運動団体主催研修会参加１１

回／年、市主催研修会１回／

年

活動 2 回概ね達成現状維持
引き続き、制度の状況等を注視しながら事業を実施

すべき。現状の事業内容で問題はない。

5-1-2-③-01-1 女性リーダー育成研修事業 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続政策
自治

（単独事業）
250管理的地位の女性職員の割合活動 25% ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-2-③-02-1 男女共同参画啓発事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
0広報誌での啓発 成果 3 回概ね達成拡充・拡大

担当課の判治通り、周知・啓発を図って内容を充実

すべき。

5-1-2-③-04-1 男女共同参画推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策 自治

（単独事業）
8,096
男女平等社会に関する講座回

数
活動 10 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-1-2-③-05-1 DV防止対策推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ 継続政策
自治

（単独事業）
0
DV防止に向けた、広報・啓発

活動の推進
活動 1 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-01-1 行財政 ■ ■ ■ ■ ■財政課 継続義務
自治

（単独事業）
0 活動

見直し公

表
- 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-01-2 行財政 し尿処理事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続義務
自治

（単独事業）
404,905 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-02-1 行財政 財政事務管理事業 ■ ■ ■ ■ ■財政課 継続義務
自治

（単独事業）
48,850 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-1 行財政 政策調査推進事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続義務
自治

（単独事業）
5,095議会答弁事項対応の対応案件成果 130 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-10 行財政 新利根地区センター維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■新利根地区C 新規義務
自治

（単独事業） 方に多く使ってもらう
成果稼働率２％増-

5-2-1-①-03-11 行財政 ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務法定受託 229,550 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-12 行財政 窓口申請ツールの導入事業 ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
申請ツール端末利用件数 成果 件

5-2-1-①-03-13 行財政 会計事務事業 ■ ■ ■ ■ ■会計課 継続義務
自治

（単独事業）
8,730 現状維持 担当課の判定通り
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5-2-1-①-03-14 行財政 議会運営事業（議会事務局費） ■ ■ ■ ■ ■議会事務局 継続義務
自治

（単独事業）
69,715議会映像配信 活動 7

日以

内
概ね達成拡充・拡大

き。

5-2-1-①-03-15 行財政 議会活動事業（議員報酬及び議会活
動）

■ ■ ■ ■ ■議会事務局 継続義務
自治

（単独事業）
771,265議会報告会 成果 200人 人未達成 拡充・拡大

き。

5-2-1-①-03-16 行財政 監査委員事務事業 ■ ■ ■ ■ ■監査委員事務局 継続義務
自治

（単独事業）
4,670 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-2 行財政 基幹統計調査事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続義務法定受託 31,266
調査に関するオンライン回答

の推進
成果 20 ％概ね達成見直し・改善ITを活用した回答の推進等の見直しを図るべき。

5-2-1-①-03-3 行財政 統計調査員確保対策事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続義務
自治

（上乗なし）
登録統計調査員数 成果 188 人概ね達成

5-2-1-①-03-4 行財政 秘書事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続義務
自治

（単独事業）
17,125 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-5 行財政 選挙管理事務事業 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続義務法定受託 215,502
選挙にかかる周知啓発の重点

化
活動 3 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-6 行財政 文書法制管理事務事業 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続義務
自治

（単独事業）
56,615事業の効率化 活動 1 - 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-7 行財政 庁舎維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■管財課 継続義務
自治

（単独事業）
527,535 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-8 行財政 契約検査管理事務事業 ■ ■ ■ ■ ■管財課 継続義務
自治

（単独事業）
16,775電子入札の運用促進 活動 80 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-03-9 行財政 東支所維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■東支所 新規義務
自治

（単独事業）
東支所利用件数 成果 40000 人

5-2-1-①-04-1 行財政 行政改革事務 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続政策
自治

（単独事業）
0
第3次行政改革実施計画におけ

る年度毎の進行管理
成果 回未達成 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-05-1 行財政 第2次稲敷市総合計画中期基本計画策
定事業

■ ■政策企画課 新規政策
自治

（単独事業）
中期基本計画策定 活動 -

5-2-1-①-05-2 行財政 実施計画進行管理及び行政評価実施
事業

■ ■ ■ ■ ■政策企画課 新規政策
自治

（単独事業）
実施計画策定事業割合 活動 100 %

5-2-1-①-05-3 行財政 総合戦略事務事業 ■ ■ ■ ■ 企業・人口 継続政策
自治

（単独事業）
1,412総合戦略効果検証 活動 2 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-①-05-4 行財政 総務事務事業 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続義務
自治

（単独事業）
196,515事業の効率化 活動 1 - 概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-②-01-1 行財政 公有財産等利活用検討事業 ■ ■ ■ ■ ■管財課 新規義務
自治

（単独事業）
0利活用検討件数（単年度） 活動 2 件概ね達成

5-2-1-②-01-2 行財政 公共施設再編事業 ■ ■ ■ ■ ■公共施設再編室 継続政策
自治

（単独事業）
2,148,102

公共建築の総量面積削減割合

（H28年度比）
成果 10 % 概ね達成見直し・改善

合併特例債の起債終了年度までに再編が完了するよ

う、早急に横断的な計画を策定すべきである。

5-2-1-②-03-1 行財政 行政情報ネットワーク事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続義務
自治

（単独事業）
475,035
セキュリティインシデント件

数
成果 0 件概ね達成現状維持

職員定数が減る中で効率的に業務が遂行できるよ

う、整備を行うべき。

5-2-1-②-03-2 行財政 ■ 秘書広聴課 新規義務
自治

（単独事業）
活動 1 回

5-2-1-②-03-3 行財政 公共施設マネジメント推進事業 ■ ■ ■ ■ ■公共施設再編室 新規政策
自治

（単独事業）
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5-2-1-②-03-4 行財政 桜川地区センター維持管理事業 ■ ■ ■ ■ ■桜川地区C 新規義務
自治

（単独事業）
地区センター利用者数 成果 6500 人

5-2-1-③-01-1 行財政 市税等賦課管理業務 ■ ■ ■ ■ ■税務課 継続義務
自治

（上乗なし）
746,705 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-③-01-2 行財政 クレジット納付事業 ■ ■ ■ ■税務課 新規政策
自治

（単独事業）
クレジット納付の実施 活動 - -

5-2-1-③-02-1 行財政 コールセンター事業 ■ ■ ■ ■ ■収納課 継続政策
自治

（単独事業）
49,240
現年度収納率向上

成果 99 ％概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-③-02-2 行財政 市税等収納事務事業 ■ ■ ■ ■ ■収納課 継続政策
自治

（単独事業）
108,775市税(４税)の収納率向上 成果 96 ％

達成・上

回る
拡充・拡大

徴収率の向上を目指し事業を遂行するとともに、債

権一元化に向け今後の調整が必要。

5-2-1-③-03-1 行財政 番号制度関連事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続義務
自治

（上乗あり）
9,630
セキュリティインシデント件

数
成果 0 件概ね達成拡充・拡大

今後利用が拡大していくであろう個人番号の取扱方

法の庁内徹底を図るとともに、情報セキュリティー

独自利用について検討すべき。

5-2-1-③-03-2 行財政
本）事業

■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
コンビニ交付利用件数 成果 件

5-2-1-③-03-3 行財政 個人番号カード取得推進事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 継続義務法定受託 69,015個人番号カードの取得率 成果 30 ％未達成 拡充・拡大

印鑑登録証としての利用のみならず、独自利用を積

極的に推進し、個人番号カードの取得率向上に努め

るべき。

5-2-1-③-03-4 行財政 行政キヨスク端末の設置事業 ■ ■ ■ 新規政策
自治

（単独事業）
キヨスク端末利用件数 成果 件

5-2-1-③-05-1 行財政 広告収益拡大事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続義務
自治

（単独事業）
0広告収入 成果1,300,000 円概ね達成現状維持

広告掲載依頼が増加するPR方法などを検討すべ

き。

5-2-1-④-01-1 行財政 人事評価及び人材育成事業 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続義務
自治

（単独事業）
12,290人事管理と人材の育成 活動２５回 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-⑤-01-1 行財政 広域行政推進事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続義務
自治

（単独事業）
54,561 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-⑤-01-2 行財政 じん芥処理事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続義務
自治

（単独事業）
3,512,110 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-⑤-01-3 行財政 火葬斎場事業 ■ ■ ■ ■ ■環境課 継続義務
自治

（単独事業）
545,075 現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-⑤-02-1 行財政 広域相互利用協定推進事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
0相互利用協定締結市町村数 活動 5

市町

村
概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-1-⑤-05-1 行財政 圏央道北東エリア連携交流事業 ■ ■ ■ ■ 政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
0
広域連携による取り組み事業

数
活動 2 事業概ね達成見直し・改善

高速バス運行という主たる目的は完結しており、必

要性が低ければ見直すべき。

5-2-2-①-03-1 行財政 行政情報提供強化事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続義務
自治

（単独事業）
45,700広報紙発行数 活動 1 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-2-①-04-1 行財政 ホームページ充実事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続義務
自治

（単独事業）
6,085
ホームページアクセス数（月

平均）
成果24,000 回概ね達成見直し・改善

常に最新の情報などを更新・発信できるような体制

要。

5-2-2-①-05-1 行財政 公衆無線LAN整備事業 ■ ■ 秘書広聴課 継続政策
自治

（単独事業）
497Wi-Fi環境整備 活動 15 箇所概ね達成拡充・拡大 観光・防災拠点におけるwi-Fi環境整備は必要。
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5-2-2-①-06-1 行財政 情報公開事業 ■ ■ ■ ■ ■総務課 継続義務
自治

（単独事業）
450適正な行政情報の公開 活動 15 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-2-②-01-1 行財政 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続政策
自治

（単独事業）
430 成果 55 通概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-2-②-02-1 行財政 まちづくり座談会事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続義務
自治

（単独事業）
0
まちづくり座談会の開催数

（単年度）
活動 10 回概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-2-③-01-1 行財政 シティプロモーション推進事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 新規政策
自治

（単独事業）
職員満足度調査 成果 95 ％

5-2-2-③-02-1 行財政 稲敷市の地域資源を生かしたまちづく
り事業

■ ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
2,923
アントラーズ稲敷市の日、優

待来場数
活動 400 人概ね達成見直し・改善

事業としては有効であると思われるため、事業の担

当課も含めた実施体制の見直しが必要。

5-2-2-③-04-1 行財政 愛しき稲しき推進事業 ■ ■ ■ ■ ■秘書広聴課 継続政策
自治

（単独事業）
20,965
稲しき家族アクセス数（月平

均）
成果 900 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り

5-2-2-③-05-1 行財政 ふるさと応援寄附金事業 ■ ■ ■ ■ ■政策企画課 継続政策
自治

（単独事業）
2,292,530ふるさと応援寄附者数 成果30,000 人

達成・上

回る
拡充・拡大

自主財源確保の有効な手段として引き続き寄附金額

の増加を目指すべき。

5-2-2-③-06-1 行財政 地域おこし協力隊によるシティプロ
モーション事業

■ ■ ■ ■ ■ ■企業・人口 継続政策
自治

（上乗なし）
7,645
協力隊企画事業

（延べ件数）
活動 95 件概ね達成現状維持 担当課の判定通り
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